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〈アブストラクト〉	 

	 東日本大震災から４年が経過した。瓦礫の処理等については進捗が見られるものの、

避難生活や仮設住宅での暮らしを余儀なくされる人々は依然として多く、また財政支

出面からも復興の足取りの重さが指摘されている。同震災における復興予算は、直接

経済被害に比して小さいとは言えず、被災地復興のための投資としての執行状況に問

題があると考えられる。 
	 そこで本稿では、震災から４年が経過した今、被災三県の経済状況を観察しながら、

経済的な観点から復興状況について分析を行う。合わせて、Hsiao et al.(2012)による
カウンターファクチュアル分析の手法を応用し、被災三県における関節経済被害の定

量化を行う。また、その結果を、阪神・淡路大震災から20年が経過する神戸市の経
済復興の過程と比較し、考察する。 
	 また、自然災害とその後の経済成長の関係性について先行研究をサーベイし、東日

本大震災からの復興に必要な視点について考察する。 
2015年 8月 

アジア太平洋研究所	 研究員	 

林	 万平	 

	 

〈キーワード〉	 

経済復興、自然災害、経済被害、災害と経済成長	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



4 
 

〈研究体制〉	 

リサーチリーダー	 	 	 	 	 林	 万平	 	 アジア太平洋研究所研究員	 

リ サ ー チ ャ ー	 	 	 外谷	 英樹	 名古屋市立大学准教授	 

	 

〈アジア太平洋研究所〉	 

研 究 統 括	 	 	 林	 	 敏彦	 アジア太平洋研究所研究統括	 

研 究 員	 	 	 林	 	 万平	 	  
事 務 局	 	 	 島	 	 章弘	 	 シニアプロデューサー	 

事 務 局	 	 	 橋本	 嘉之	 事務局次長	 

	 

	 

  



5 
 

〈概要〉	 

	 本年度の報告書では、アジアの自然災害リスクの対象として、東日本大震災を取り

上げる。震災から4年が経過した今、瓦礫処理の状況には大きな進展が見られる一方
で、避難生活や仮設住宅での暮らしを余儀なくされる人々は依然として多い。復興に

ついては進んでいるとは言えない状況が続いている。 
	 復興予算の規模は、その後の復興政策を進めていく上で基礎的な要因と言える。こ

ここでは、Cavallo et al.(2010)の手法を応用して、東日本大震災の被害状況から直接
経済被害を推計し、求められる復興予算の規模について検討した。その結果、震災後

5年間の集中復興期間に措置された25兆円という復興予算の規模は、必ずしも同震災
からの直接経済被害を下回っていないことを発見した。復興予算がその後の地域社会

への初期投資としての意味合いを持っていることを考えれば、予算をいかに執行する

かが復興を考える上で重要となるが、会計検査委員の報告書によれば、公的セクター

の人的資本の不足や地域住民との調整不足等が障害となって、予算執行が進んでいな

いことが確認された。 
	 これらの点を踏まえ、震災後の被災三県における経済的復興状況を諸経済データか

ら確認する。鉱工業生産、大型小売店販売額、輸出の動向は概ね震災前の水準に近づ

いているが、それを超えるような傾向は観察されない。ただし、建設工事や公共工事

は復興政策に伴い震災前に比して大きく増加していることが確認される。これに伴い、

労働市場は震災発生年から逼迫し、近年は求人が求職を上回る状況が続いている。結

果的に、岩手県、宮城県では、預金残高の伸びと同等の貸出金の伸びが見られる。た

だし、福島県では、貸出金の伸びが見られない。また、人口増減についても、宮城県

では人口の流入が見られるものの、岩手県、福島県では特に若年層を中心に人口流出

の傾向が続いていることが確認される。 
	 福島県の状況が他の二県と異なる背景には、福島第一原発事故に伴う諸影響がある。

政府はその後の放射線量を元に区域再編を進めてきているが、アンケート調査によれ

ば避難者のおよそ半数が、仮に居住地の状況が復旧しても帰還しない意向を示してお

り、放射性物質の飛散に伴う諸影響は福島県の復興において大きな問題となっている。 
	 これらの結果を踏まえて、被災三県の県内総生産を元にカウンターファクチュアル

(以下、CF)分析を行い、東日本大震災による間接経済被害の定量化を試みた。その結
果、岩手県、宮城県、福島県のいずれにおいても2011年度は名目GRPの実測値が
CF値を下回っていることが確認された。 
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	 またこの結果を、阪神・淡路大震災から20年が経過する神戸市のケースと比較す
れば、神戸市は2008年頃まで実測値がCF値を下回る状況が続いていることがわか
った。創造的復興を掲げたものの、復旧政策に終始した神戸市の復興をモデルとすれ

ば、東北経済も長く経済的な停滞を経験する可能性がある。 
	 では、自然災害とその後の経済的復興との間にはどのような関連性があるのだろう

か。ここでは先行研究のサーベイから、政策的インプリケーションを得るよう試みた。

その結果、実証分析の中には自然災害は中長期的にその後の経済成長を促進するよう

な結果もある一方で、災害後に政変が起こる等すればその後の成長が挫かれてしまう

ことを示す研究もあった。ただ、災害によりその後の経済成長が促進されるとすれば、

それは災害からの復旧よりも、人的資本の向上や産業構造の変化等、被災地経済の生

産性の向上が鍵となることが分かった。 
 

2015年8月 
一般財団法人	 アジア太平洋研究所 

「アジアの自然災害リスクへの対処」研究会 
リサーチリーダー	 林	 万平 
（アジア太平洋研究所研究員） 
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第１章	 東日本大震災から４年	 

	 本年度の報告書では、アジアの自然災害リスクの対象として東日本大震災を取り上

げる1。日本社会に歴史的な被害とインパクトをもたらした東日本大震災の発生から４

年が経過した。広範囲で発生した地震・津波による甚大な被害や、福島第一原発事故

に伴う諸影響により、政府は発災当初、阪神・淡路大震災を参考に想定復興期間を10
年間とした上で、2011年から15年までの期間を「集中復興期間」と定義した。さら
に、復興基本法2の制定を始め、様々な政策措置を講じて復興支援に努めてきた3。 
	 この間、復旧・復興の動きについて進捗が見られるようになってきている。例えば、

政府は瓦礫処理の進捗については、福島県の避難区域からの廃棄物を除けば、2014
年3月までにほぼ終了する見込みであると発表した4（表１）。また一方で、日本社会

の状況も、中央銀行の金融緩和を含むアベノミクス等の一連の政策により、失業率や

株価等、一部の社会・経済的指標において改善が見られる。このような背景を元に、

東日本大震災の被災地においても、復興の確かな手応えが感じられるような状況を期

待する声が聞かれるようになってきた。 
	 しかしながら、復興に向けた市民、自治体、政府の取り組みにも関わらず、復興が

順調に進んでいる状況にあるとは言い難い。例えば、2014年12月の時点においても、
同震災による避難者の数は約23万人となっており、特に、県別に見れば福島県から
の避難者数は約7.5万人と も多い（表１）。さらに、現在でも全避難者の約93%（2014
年12月時点で216,762人）もの人々が仮設住宅での暮らしを余儀なくされている。 
	 本報告書では、この「集中復興期間」の後期にあたる2015年の時点において、東
日本大震災からの被災地域の復興はどの程度進んだのか、東日本大震災による間接経

済被害額の定量化も行いながら観察する。また、今後の経済的復興の可能性について

議論するために、数少ない国内で発生した大規模自然災害の例である阪神・淡路大震

災のその後の経済的復興の分析を行う。さらに、災害復興と経済成長の研究について

もレビューし、神戸市の復興過程や今後の東北経済についての考察を行う。なお、東

日本大震災においては、福島県において福島第一原発事故の発生に伴う諸影響が発生

                                            
1他に2013年に発生したフィリピンの台風「ヨランダ」については、次年度の報告書にて分析を行う予定である。ま
た、2011年のタイ洪水についての分析はアジア太平洋研究所(2012)を参照。 
2 2011年6月24日施行。 
3 政府は合わせて、事業の進捗を見ながら復興事業の規模や財源について見直しを行うとしている。復興庁「東日本
大震災からの復興の基本方針」平成23年7月29日。 
4 環境省「災害廃棄物処理情報サイト」http://kouikishori.env.go.jp/disaster_waste/progress/ 



8 
 

していることから、福島県の避難区域の状況や人々の帰還の見込み等に関する現状や

調査についても紹介する。 後に得られた結果や考察から政策提言を行う。 
 

表１	 災害廃棄物・津波堆積物、および避難者数の推移 

 
データ出所：環境省災害廃棄物処理情報サイト「災害廃棄物処理の経過」

http://kouikishori.env.go.jp/disaster_waste/progress/ 

 
第２章	 東日本大震災からの復興の現状	 

１．東日本大震災の復興財源とその執行状況 

	 復興が思うように進まない状況が続いているのは、復興財源の規模に問題があった

からであろうか。ここでは、被災地の復興状況を確認する前に、復興財源の規模とそ

の妥当性について確認することとする。 
	 これまでの研究から、復興に必要な財源規模を把握するために、実態調査に基づく

直接経済被害額がその基礎資料として活用されてきたことが分かっている(林(2005)、
上野山・荒井(2007)、Downton et al.(2005))。内閣府(2011)によれば、東日本大震災
による直接経済被害額は約16.9兆円と公表されている。 
	 しかし、実態調査による被害額の把握においては、被害に算入する基準の不一致、

二重計算、統計上の不突合等、方法上の問題点が指摘されている(Cochrane(2004)、
Downton et al.)。また、内閣府(2011)の数値は2011年6月末に公表されているが、
表２のとおり、その時点では被害状況の把握は十分ではなかったことがわかる。この

ように、大災害の被害状況は時間の経過と共に徐々に明らかになってくることも考え

れば、被害状況の変化に合わせて迅速に直接被害額を推計する手法が必要となる。 
 

表２	 東日本大震災による被害状況の推移 

���! " ����! " ���! " ����! " ���!�0 	��!�0 ���!�0 ��!�0

(&'(%'( .* *- ,( '- *'#,(, ''(#&&. /.#()+ )('#*))

(&')%) .. ,' -- )( *&#)&* '&.#)+- /-#&-( )')#)(&

(&')%, /( -, ., +& ).#-.& '&'#)(. /)#/'+ (/.#&))

(&')%/ /) .+ /( -& )-#)-& /,#))& /'#)/( (.,#&&,

(&')%'( /- /* /+ ., )+#/(+ /(#(/& .-#-'( (-*#&..

(&'*%) // /- /, /( )*#*/* ..#+-+ .*#((' (,)#/+.

(&'*%, $ $ $ $ ))#((' .'#/() .(#,+- (+'#*'/

(&'*%/ $ $ $ $ )'#-'* --#.), -.#+-- (*)#&*&

(&'*%'( $ $ $ $ )&#(./ -)#-/, -+#**& ())#+'(

��
�
�� ����� ����



9 
 

 
データ出所：警察庁「東日本大震災について：被害状況と警察措置」 

 
	 直接経済被害額の推計手法については、Cavallo et al.(2010)のようにパネルデータ
を用いたアプローチが見られるようになってきた。Hayashi(2012)は、同様の手法を
用いて、東日本大震災による直接経済被害額の迅速な推計を行っている。結果、同震

災による被害が も大きかった岩手県、宮城県、福島県における直接経済被害額の合

計は約26.2兆円に上るとしている。 
	 上の推計被害額と比較すれば、東日本大震災のための復興財源の規模は決して小さ

いとは言えない。2013年1月27日、政府は当初の復興予算に6兆円を加算し、これ
を25兆円規模とすることを発表した5。災害発生直後、政府は同震災からの復興に要

する期間をとりあえず10年とした上で、 初の5年間に要される復興財源は19兆円
としていた。なお、19兆円という数値は、阪神・淡路大震災からの復興に費やされた
約9.2兆円に対して、東日本大震災の直接被害額である16.9兆円と阪神・淡路大震災
の直接経済被害額である9.9兆円の比を掛け合わせたものに、さらに、リーマンショ
ック以降に政府が支給した補助金の総額である2.5兆円と、阪神・淡路大震災以降、

                                            
5 復興推進会議「今後の復旧・復興事業の規模と財源について」http://www.reconstruction.go.jp/topics/20130129_fukkouzaigen.pdf 
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全国で実施された防災・減災政策関連の支出額である1.3兆円を加えたことにより算
出されたものである。 
	 しかし、執行状況から見れば、復興予算の進捗は十分なものとは言えない。2015
年3月2日、会計監査院は報告書6を発表し、復興予算の執行には遅れが認められると

した。同報告書によれば、2011年から2013年までに執行された復興予算は約20.1
兆円と予算額の約80.1%であり、予算額の約7.8%にあたる約1.96兆円は繰り越され、
約12.1%にあたる約3.02兆円は不用額とされている。会計検査院は執行の遅れの原因
については、事業主体が特定被災自治体であることから限られた人員で膨大な作業を

行っていること、復旧・復興事業の多くが、関係機関との調整や地域住民との協議、

調整等に日数を要することなどが理由として挙げられている。 
	 このように、東日本大震災からの復興において、政府は公式発表された直接経済被

害額を上回る予算額を措置しているものの、その執行には遅れが認められることから、

復興の遅れは、その予算額の多寡よりも、実施状況に起因すると考えられる。 
 
２．被災地域の社会・経済的復興の状況 

	 復興予算の執行に遅れが認められるように、被災地の経済・社会的状況にも震災の

影響が見られる。ここでは、特に被害が大きかった、岩手県、宮城県、福島県を対象

に、経済・社会的統計により、その状況を確認する7。 
	 まず、鉱工業生産指数を四半期データを元に見てみよう（図１）。鉱工業生産指数に

よれば、三県いずれにおいても、震災時点で大きな指数の落ち込みが認められる。特

に、宮城県の落ち込みが著しく、鉱工業指数は約100から60程度まで急落している。
その後、2012年第1四半期にかけて、三県のいずれも指数の落ち込みが回復してき
ている様子が認められる。しかし、2014年第4四半期においては、いずれの県も震
災前の水準を回復することができていないことが分かる。 
	 第二に、大型小売店販売額についても四半期データを元に見ていく（図２）。震災直

後、大型小売店販売額は1割程度の落ち込みが見られるものの、その後2012年第2
四半期には、いずれの県も概ね震災前の水準を回復している。ただし、福島県の販売

額は、2014年第4四半期まで前年比プラスが続いている。なお、2014年第1四半期

                                            
6 会計検査院「東日本大震災からの復興等に対する事業の実施状況等に関 する会計検査の結果について」
http://www.jbaudit.go.jp/pr/kensa/result/27/pdf/270302_zenbun_1.pdf 
7 同様の研究として、NIRA(2013)が挙げられるが、この研究は2013年７月以降、進展が見られない。被災地の復興状況をモニタリ
ングすることは、復興の進捗や政策効果を判断する上での基礎となるため、重要な研究である。 
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に大きな伸びが見られるのは、同年4月からの消費増税を見越した駆け込み需要の影
響と考えられる。 
 

図１	 鉱工業生産指数の推移（2010年=100） 

 
データ出典：東北経済産業局「東北地域鉱工業生産動向」 

 
図２	 大型小売店販売額の推移（左（百万円）、右（前年同期比、％）） 

 
データ出典：経済産業省「商業動態統計」 
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	 第三に、建設工事の動向を見ていく（図３）。建設工事は震災後、大きな伸びが見ら

れる。宮城県、福島県における建設工事額は2011年第2四半期以降、大幅に前年比
上昇しており、岩手県も遅れて2012年第2四半期以降、大きく上昇している。2013
年第1四半期までに、大きな前年比の伸びは減速したものの、岩手県、福島県の伸び
は2014年第4四半期までプラスであり、宮城県の建設工事額も高い水準を維持して
いる。震災以降、被災三県の建設工事額は大きく増加してきていることが分かる。 
 

図３	 建設工事額（左（億円）、右（前年同期比、％）） 

 
データ出典：国土交通省「建設総合統計」 

 
	 このような建設工事の大幅な増加の背景には、第一に、公共工事の大幅な増加、第

二に、膨大な住宅建設需要が挙げられる。まず、東北地域の公共工事動向について確

認する（図４）。2011年第4四半期以降、公共工事受注額は大きな伸びを見せている。
2013年第4四半期までに伸びは減速してきているものの、2014年第4四半期におい
ても公共工事受注額は高い水準を維持している。次に、住宅着工の状況について見て

いく（図５）。2011年第3四半期以降、いずれの県においても住宅着工戸数は大幅な
伸びを見せている。この伸びは2014年第1四半期まで続いていたが、消費増税に伴
う駆け込み需要が見られた後は、伸びは低下している。 
 

図４	 公共工事受注額（左（百万円）、右（前年同期比、％）） 
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データ出典：東日本建設業保証株式会社「公共工事前払保証統計」 

 
図５	 新設住宅着工数（左（戸数）、右（前年同期比、％）） 

 
データ出典：国土交通省「住宅着工統計」 

 
	 第四に、貿易における輸出の動向を見ていく（図６）。津波により、東北地域の主要

港である塩釜港（宮城県）、釜石港（岩手県）、小名浜港（宮城県）はいずれも大きな
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被害を受けた8。このため、宮城県、福島県では輸出額の落ち込みが認められる。その

後、港湾機能の回復に伴い、輸出額の増加が認められる。ただし、宮城県については

震災前年の水準には達していない。岩手県では、2011年に大きな落ち込みは確認でき
ないが、2012年に輸出額は減少したものの、その後回復している。 
 

図６	 輸出額の推移（暦年、左（百万円）、右（前年比、％）） 

 
データ出典：横浜税関「署所の貿易概況」、函館税関「北東北貿易概況」 

 
	 第五に、労働市場の状況について見ていく。震災が発生した2011年の新規求人・
求職者数の推移を見てみると（図７）、被災三県のいずれにおいても2011年4月に新
規求職者数が大きく増加している。ただし、その後同年5月以降は、その次第に求職
者数の増加は落ち着いてきている。一方、時間の経過に伴って、新規求人数が拡大し

てきている様子が見られる。特に、宮城県の増加が大きい。この傾向は、その後も継

続していることが、暦年ベースでも確かめられる。（図８）。2011年から2014年にか
けて、被災三県の新規求職者数は年を追うごとに減少してきている。しかしながら、

新規求人数は震災前の水準を大きく上回る状況が続いている。このようなこともあり、

各県の有効求人倍率は震災前から大きく増加し、2014年時点においてはいずれも1

                                            
8 経済産業省「平成23年産業活動分析」http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/pdf/h23/h4a1112j2.pdf 
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倍を上回り高い水準となっている。さらに、失業率9の推移を見れば（図９）、震災発

生以降、いずれの県においても低下してきていることが確認できる。このように、 
震災以降、建設工事や公共工事の高まりもあり、被災地域では求職者を上回る求人数

が発生しているため、有効求人倍率や失業率の値は改善が続いている。 
 

図７	 2011年の新規求人・求職者数の推移（求人求職者数、原数値） 

 

データ出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」 
 

	 第六に、被災地域からの人口流出入について見ていく（図１０、１１、１２）。宮城

県の動向を見てみると、震災が発生した年には35歳未満の層で人口の流出が認めら
れるが、2012-14年にかけては25歳から64歳の勤労層において流入超過が見られる。
ただし、15-24歳の学生層は流出が続いている。岩手県は、震災前後で人口流出入の
傾向に大きな変化はないが、15-24歳の流出が続いている。福島県では震災直後に大
きな変化が見られる。震災発生の2011年、すべての年齢層で大幅な人口流出が認め
られ、特に0-14歳の流出が著しい。また、その後、2014年にかけて流出は小さくな
っているが、15-24歳の流出数は依然として大きいことが分かる。このように、被災
三県の人口動態はそれぞれに異なった特徴が認められる。 

 
                                            
9 2011年3月から8月にかけて、東日本大震災によって調査実施が困難となった。このため、この間の値については補完推計が行
われている。http://www.stat.go.jp/data/roudou/120424/ 
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図８	 新規求人・求職者数、有効求人倍率の推移 
（左（求人求職者数）、右（求人倍率）、原数値） 

 
データ出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」 

 
図９	 失業率の推移（％、原数値） 

 

データ出典：総務省「労働力調査」 
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図１０	 宮城県の人口流出入（人） 

 
データ出典：住民基本台帳人口移動報告 

 
図１１	 岩手県の人口流出入（人） 

 
データ出典：住民基本台帳人口移動報告 
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図１２	 福島県の人口流出入（人） 
 

 
データ出典：住民基本台帳人口移動報告 

 
	 第七に、被災地域の預金と貸出金の推移を確認する（図１３、１４、１５）。いずれ

の県においても、震災後から預金合計額の伸びが大きくなっていることが分かる。こ

れは、震災後の保険金支払い等の影響が考えられる。これに対して、貸出金は岩手県、

宮城県において、徐々に伸びが増加してきていることが分かる。預金の伸びが落ち着

く2013年第2四半期以降も、これらの県では貸出金が伸びてきている。しかし、福
島県においては、貸出金の伸びは低い水準が続いている。 
	 まとめれば、震災後、鉱工業生産、輸出額、大型小売店販売額には落ち込みが確認

されるものの、その後、回復してきている様子が確認される。ただし、震災前の水準

を大きく超える状況とはなっていない。一方、建設工事の推移を見れば、震災前の水

準を大きく上回り、増加してきている様子が確認される。この背景には、公共工事や

住宅需要の大きな高まりがある。このような建設動向の高まりもあり、被災三県にお

ける労働市場の状況は改善が続いており、有効求人倍率の上昇と失業率の低下が続い

てきている。宮城県、岩手県においては、貸出金の伸びも見られる。しかし、好調な

労働市場にも関わらず、宮城県で2012年以降は勤労層の人口流入が確認できるもの
の、岩手県、福島県では若年層を中心に人口の流出が続いている。 
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図１３	 岩手県の預金合計と貸出金の推移（左（億円）、右（前年同期比、％）） 

デー

タ出典：日本銀行「預金・貸出関連統計」 
 

図１４	 宮城県の預金合計と貸出金の推移（左（億円）、右（前年同期比、％）） 

 
データ出典：日本銀行「預金・貸出関連統計」 
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図１５	 宮城県の預金合計と貸出金の推移（左（億円）、右（前年同期比、％）） 

 
データ出典：日本銀行「預金・貸出関連統計」 
 
３．福島県における福島第一原発事故による居住地域への影響 

	 先ほどの項では、福島県における人口流出が著しいことを確認したが、ここでは、

その背景にあると考えられる福島第一原発事故による居住地域への影響について、政
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域を避難指示区域、その外側にある地域を計画的避難区域、緊急時避難準備区域を設

定した（図１６）。 
	 その後、政府は、避難指示区域を放射線量(空間線量に基づく年間積算線量)の水準に
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に禁止されている。第三に、空間線量の年間積算量が20mSv以下の場合は、避難指
示解除準備区域とされている。さらに、政府はこれら区域の周辺において、空間線量

の年間積算量が20mSvを超えた場所を、特定避難勧奨地点として設定している。図
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１６、図１７を比較すると、除染活動が実施されてきた2014年10月時点においても、
依然として広範囲に避難指示がなされており、避難指示区域の縮小が思うように進ん

でいないことが分かる。 
	 なお、政府は避難指示解除のために以下の三つの要件を挙げている。第一に、空間

線量の年間積算量が20mSvを下回ること、第二に、日常生活に必須のインフラや生
活産業の復旧、第三に、県・市町村・住民の協議が必要となるとしている。 
 

図１６	 2011年4月22日時点での福島第一原発周辺の制限区域 

 

出典：福島県「避難指示等の経緯」

https://www.pref.fukushima.lg.jp/download/1/01240331.pdf 
 
	 このような背景もあり、避難指示区域の住民も除染完了後の帰還をためらう人々が

一定数存在することが調査からわかってきている。2014年8月から2015年1月にか
けて富岡町、浪江町、大熊町、双葉町、田村市、楢葉町、川俣町、川内村、飯館村で
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実施された「原子力被災自治体における住民意向調査10」の結果によれば、富岡町、

大熊町、双葉町、浪江町の回答者の約半数、また川俣町、楢葉町、飯館村の約20-30%
の回答者が、避難指示の解除の有無に関わらず、元の居住地域に帰還しない意思を示

している。福島県内の原発事故の強い影響下にある地域は、その復旧の見通しが不確

実であることもあり、住民のその後の生活再建の意思決定に大きな影響を与えている。 
 

図１７	 2014年10月1日時点の福島第一原発周辺の区域 

 
出典：福島県 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/library/141001_suiizu.pdf 
 

                                            
10 調査への回答率はいずれの市町村でも約50%程度であった。 
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第３章	 東日本大震災による間接経済被害	 

１．間接経済被害の考え方 

	 前章では多角的に被災地域の社会・経済的状況の把握を行ったが、ここでは、東日

本大震災による間接経済被害の定量化を試みる。震災からの復興状況を知るためには、

多様な社会・経済的状況に目配りする必要があるが、経済的状況はそのうち も重要

な指標の一つと言える。つまり、震災がもし発生しなければ実現し得ていたと考えら

れる経済的水準を下回る状況が続いていれば、少なくとも復興は成ったとは考え難い。

このようなことから、間接経済被害の推計の研究が行われてきている。 
	 ここでは、Fujiki and Hsiao(2013)の手法を応用し、被災三県における被災後のGRP
の実測値と、震災が発生しなかった場合に実現されたであろうGRP（カウンターファ
クチュアルGRP）との比較を行う。実際に観察される被災三県のGRPには復興政策
や復旧需要等による影響が含まれているが、これと被災三県のカウンタークファチュ

アルGRPを比較して、その差分を東日本大震災による間接経済被害と考える。 
 
２．データ 

今回の分析に当たっては1975年から2011年までの全ての都道府県の県内総生産
(名目)のデータを用いて分析を行った。 
まず、分析に使用するデータ作成の方法について説明する。内閣府によれば、県内

総生産には長期にわたって一貫したデータは存在しない。その代わり、県民経済計算

に以下の５つの系列が存在する。(1)昭和55年基準(68SNA))昭和30-49年度(内閣府
推計値)、(2)平成2年基準(68SNA)昭和50年度-平成11年度(都道府県・市作成値)、
(3)平成7年基準 (93SNA)平成2-15年度(都道府県・市作成値)、(4)平成12年基準
(93SNA)平成8-21年度(都道府県・市作成値)、(5)平成17年基準(93SNA)平成13-23
年度(都道府県・市作成値)。このうち、内閣府が正式系列として採用している(2)から
(5)のデータを用いて、1975から2011年までの県内総生産(名目)のパネルデータを作
成する。まず、(2)、(3)の系列から県内総支出を、(4)、(5)から県内総生産のデータを
採用する。ただし、(2)から(5)の各系列は、SNAのバージョンや基準年が異なる。そ
こで、(a) 新の系列を も古い時点まで参照する、(b)新系列では遡れない時点のデー
タは、そのひとつ前の旧系列の公表データを同様に参照する、(c)新系列と旧系列の県
内総生産の比率を新しい系列の も古い時点において計算し、この比率を旧系列のデ

ータ全てに遡及適応する。このようにして、1975年から2011年までの都道府県別



24 
 

GRPの長期時系列データを作成し、次のカウンターファクチュアル分析に使用するこ
ととした。記述統計は表３の通りである。 

 
表３	 記述統計(n=35、総生産：百万円) 
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表４	 カウンターファクチュアル推計結果 

 

※***：有意水準1％で有意、**：有意水準5％で有意、*：有意水準10％で有意。 
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３．分析結果 

まず、東日本大震災の被災三県(岩手県、宮城県、福島県)のカウンターファクチュ
アル推定の結果を示す。被災三県(岩手県、宮城県、福島県)の県内総生産(名目)を対象
にカウンターファクチュアル推定を行った結果は表４の通りである。推定にあたって、

説明変数から東日本大震災により人的被害(死者・行方不明者)が発生している地域は
除外した。説明変数の選択の際には、自由度調整済み決定係数が も高く、かつBIC
が低い都道府県の組み合わせを選ぶよう留意した。なお、東日本大震災は2010年度
に発生しているため、推定は1975-2009年度のデータを使用して行った。次に、この
結果を用いて、被災三県の2010-11年度のカウンターファクチュアルGRPを推計す
る。 
	 被災三県の県内総生産(名目・実質)のカウンターファクチュアル値を推計した結果
が表５及び図１２、１３、１４である。なお、1975-2009年における被災三県におけ
る総生産のカウンターファクチュアル値と実測値の誤差率の絶対値の期間平均値は

0.3％以下であった。被災三県以外のデータを用いて実測値に近い値を推計することが
できた。その結果について見てみると、2010-11年度とも、被災三県のいずれも県内
総生産の実測値がカウンターファクチュアル値を下回っていることが分かる。その差

を実測値で除した値を見ると、2010、11年度の乖離幅は、それぞれ、岩手県で約5.5%
と約2.2％、宮城県で約1.6%と約5.8%、福島県で約10.4％と22.5％となった11。岩

手県ではその差は11年に縮小しているが、宮城県と福島県では、その差が11年は拡
大傾向にある。特に、福島県は乖離幅が大きくなっている。名目ベースでは被災三県

とも大災害が無ければ実現されていたであろう県内総生産の水準に比して実測値が下

回っていることが分かった。震災による資本の滅失や取引機会の逸失、人口流出によ

る影響がうかがえる。 
	 今後、2012年度以降の都道府県別GRPデータが更新されれば、同様の手法により、
徐々に東日本大震災による間接経済被害が明らかになってくると考えられる。しかし、

東北地域の経済がどのような復興の軌跡を辿るのかについては、このような大災害の

事例が少ないため、予測することが難しい。ここでは、国内で発生した大規模地震災

害である阪神・淡路大震災のその後の経済的影響について、同様にカウンターファク

                                            
11 増田・和田(2014)によれば、原発事故が福島県に及ぼした経済波及効果は合計で約1.1兆円、名目

県内総生産増減率で約-8.1%としているが、この試算は観光業に主に焦点を当てているため、実際の波及
効果はこれよりも大きい可能性があることを指摘している。本章の分析はこの推測を裏付けるものと言

える。 
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チュアル推計を用いて分析することで、今後の東北経済に起こり得る問題について検

討することとする。 
 
表５	 県内総生産(名目)のカウンターファクチュアル値と実測値(単位：百万円) 
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図１３	 岩手県GRP（実測・カウンターファクチュアル、名目、百万円） 

 

 
図１４	 宮城県GRP（実測・カウンターファクチュアル、名目、百万円） 
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図１５	 宮城県GRP（実測・カウンターファクチュアル、名目、百万円） 

 
 
第４章	 阪神淡路大震災による間接経済被害の推移	 

１．神戸市GRPのカウンターファクチュアル分析 
	 ここでは、阪神・淡路大震災により被災した神戸市のGRPを元に、カウンターフ
ァクチュアル推定を行い、その後の神戸市GRPの実測値と比較を行い、同震災によ
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	 表６の結果を用いて、1994年から2011年までの神戸市GRPのカウンターファク
チュアル値を推計したのが、表７及び図１６である。これを見ると、まず第一に、GRP
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やかな減少が見られる結果となっている。なお、96-97年度のGRP上昇は、震災後
のインフラ復旧や瓦礫の処理、住宅の再建等に伴う復旧需要による効果と思われる。

第二に、カウンターファクチュアル推定値の結果を見れば、二つの結果とも、96年度
まではGRPの上昇が見られる。97年度は、消費増税による駆け込み需要の反動減や、
あるいはアジア金融危機の影響もあってか、一時的な落ち込みが見られるが、その後

99年度にかけて再び上昇していることがわかる。その後、2001年度に一時的な上昇
が認められるものの、総じてみれば2004-05年度までは減少が続き、その後2007年
度までは上昇傾向が続き、リーマンショックが発生する2008年度に大きく落ち込ん
でいる。第三に、この間、2004年度頃には、推定式１の結果によるカウンタークファ
クチュアルGRPと実測値の間に大きな差は見られなくなっている。推定式２の結果
で言えば、2008年度に実測値を初めて下回っている。 
	 これらの結果から、（１）神戸市のGRPは震災後一時的に復旧需要等の要因により
上昇する様子も見られたが、カウンターファクチュアル値と比較すれば、96年度の時
点ですでに間接被害が発生していたことが分かる。（２）阪神・淡路大震災による間接

被害は、2004年度、あるいは2008年度まで見られることがわかった。（３）GRPの
実測値を見れば、阪神・淡路大震災後の復旧需要による経済規模の拡張が見られた後

は継続的な経済活動の停滞が2006年度まで続いており、その後2007年度に上向きに
転じるようにも思われたが、リーマンショックを契機に依然として停滞を見せている。

つまり、神戸市においては震災後に経済活動の復興が大きく進んだとは言えない。さ

らに、仮に震災がなかったとしても、神戸市のカウンターファクチュアルGRPは近
年まで大きく成長してきたとは言えないため、震災後の経済の停滞が一義的に震災に

よる大幅なストックや人命の逸失に起因するものとは言えないことが分かる。近年の

神戸経済の停滞を理解するためには、産業構造の変化や都市間競争、人口の変動等、

様々な観点から改めて分析する必要があるだろう。 
	 この結果から、東日本大震災によるその後の間接経済被害がどのように推移するの

かについて考察してみる。第一に、東日本大震災の場合でも、阪神・淡路大震災と同

様に、被災後の膨大な公共工事や建設工事の増加に伴う復旧需要が見られるものの、

現時点においてもすでに間接経済被害の顕在化が確認される。その後、東北経済を時

間をかけて浮揚させていくような変化が見られない限りは、時間と共に間接経済被害

が減少していくにせよ、神戸市経済と同様に東北経済自身の停滞が起きる可能性があ

る。第二に、東北経済は震災前からすでに下降局面に達していたことから、その下方

トレンドに追いつくような形で間接経済被害が見られなくなる可能性はある。しかし、
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それはその後東北経済が回復していくことを意味するわけではない。第三に、震災に

よる復旧需要等の影響を除けば神戸市経済が成長する局面があまり見られなかったこ

とを考えれば、従前からの主要産業の復旧に終始するような復興がなされた場合は12、

同様のことが東北経済に起きうる可能性がある。産業構造の変化や高度化を含む産業

政策のあり方について今後議論を進めていく必要があるだろう。 
 

表６	 神戸市総生産のカウンターファクチュアル推定 

 
 
 
 

                                            
12 兵庫県の震災復興計画では、「創造的復興」を掲げて、福祉社会やサービス産業への産業構造の転換
や、既存産業の高度化を目指すような事業計画が多く盛り込まれたものの、それがその後成功したかど

うかについてはミクロの議論に立ち入って今後検証する必要があるだろう。（参照URL: 
https://web.pref.hyogo.lg.jp/wd33/wd33_000000043.html） 
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表７	 神戸市GRPの実測値とカウンターファクチュアル値（百万円） 
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図１６	 神戸市GRPの実測値およびカウンターファクチュアル値（推計結果１、２） 
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復興について先行研究から分かっていることを整理する。 
	 災害と経済の関係性については、過去にも研究が行われてきているが

(Albala-Bertrand(1993)、(Dacy and Kunreuther(1969))、近年、主にマクロ経済13と
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	 Toya and Skidmore(2002)は、災害とその後の経済成長についての先駆的な研究と
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ことになれば、全要素生産性が押し上げられることになるためとしている。ただし、

                                            
13 災害と企業行動やミクロの分析も重要な領域であるが、これらの研究についてのレビューはChang 
and Rose(2012)に詳しい。 
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地質災害については、経済成長と負の関係が認められるとしている。一方、Benson and 
Clay(2004)は、バングラデシュ等の国別にケーススタディを行い、大規模災害は短期
的に経済活動に負の影響を与えることと、災害が頻発するような場合においては、長

期的に見て、経済発展、貧困の削減等に負の影響をもたらすとしている。さらに、

Jarmillo(2009)は、大規模災害に直面した国々においては、長期的に成長率が低下す
ることを実証分析から明らかにしている。また、Loayza et al.(2009)は、災害が経済
成長に与える影響は、災害の規模ごとに異なるとしており、比較的規模の小さな災害

はその後の成長に寄与する場合もあるが、規模の大きな災害ではそのような結果が観

察されないとしている。朱(2010)は、中国の長期的な経済成長と自然災害の関係につ
いて実証分析を行っており、その結果、地質的な災害はその後の経済成長に負の影響

を与えるが、気候災害は経済成長に正の影響を与えることを発見している。Cavallo et 
al.(2013)は、Abadie et al.(2010)の手法を用いて、大規模災害はその後の所得水準に
短期的、長期的に影響をもたらなさないことを発見しており、その後の影響が認めら

れるのは、災害が引き金となって政治的混乱が見られたケースであるとしている。こ

のように、災害とその後の経済成長の関係性については、正、負の両方の影響が観察

される研究結果が示されている。 
	 Hallegatte and Dumas(2009)は、災害と経済成長の関係について理論的に分析して
いる。短期的に言えば、災害の被害に応じて復興のための資本を十分に積み立てるこ

とができなければ、資本制約によって「貧困の罠」に陥るとしている。その際、資本

金が政府支出によるか保険金をベースにするかは区別されないとしている。その上で、

災害による生産水準の低下はその後の再投資により補うことができるが、長期的には

その後の経済成長は技術的なイノベーションに依存するとしている。したがって、災

害復興においては、例えその復興の進捗に遅れが見られたとしても、より長期的に政

府支出や保険金を受け取れるようにし、 新の技術やテクノロジーを備えた形での個

人や事業者の復興を推進することがのぞましいとしている。また、このような復興経

路は、被災前の社会構造への回帰に比較して時間を要するため、その間の代替的な賃

金所得のリソース等について配慮する必要があるともしている。さらに、そのような

新しい技術や知識への対応を意図した復興計画は、被災後の時間的制約が強い時には

策定が難しいため、従前に用意しておくことがのぞましいとしている。 
	 McDermott(2012)は、各国のパネルデータを用いて災害が人的資本形成に与える影
響について分析している。その結果、災害を受けた国のGDPに占める金融セクター
から民間部門に供与された資金の比率が大きいほど、その後の就学率の向上が認めら
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れとしている。教育水準の向上はマクロ経済の成長に長期的に影響を与えることから、

資金制約に直面するような途上国においては、災害をきっかけとしてその後の成長が

減速する可能性を示唆している。また、McDermott et al.(2011)は、災害を受けた国
のGDPに占める金融セクターから民間部門に供与された資金の比率が災害後の成長
に与える影響を推定しており、その結果、資金制約に直面する国々では中期的にその

後の成長が減速することを発見している。 
	 Fisker(2012)は、地震災害による経済成長への影響についての実証分析を行ってい
る。その結果、地震災害が国家のマクロ経済に与える影響は観察されないが、被災地

においてはその後5年間の成長率を低下させることを発見している。また、ここでは
災害により被災地の近隣地域では成長が加速していることも発見しており、近接地域

において代替的な生産が行われることで被災地の経済活動への負の影響が軽減され、

マクロ経済全体への影響が見られないとしている。 
	 Noy(2009)は、Toya and Skidmoreに対して、災害が短期的な成長に与える影響に
ついて実証分析を行い、どのような社会・経済的要因がその後の短期的な経済成長へ

の影響を軽減するのか分析を行っている。結果、識字率、制度の質、所得水準、政府

消費、経済開放度が高い国、また、外貨準備、国内の信用度が多い国、資本の開放度

が低い国ほど、経済活動への負の影響が軽減されているとしている。Schumacher and 
Strobl(2011)は、災害による直接経済被害が所得水準により軽減されているのかにつ
いて、国際比較分析を行っている。結果、所得水準が高い国ほど災害被害が軽減され

ているものの、その関係は非線形であるとしている。これは、経済活動に対する防災

投資の効果が高いような先進国では防災対策が行われるインセンティブがあるものの、

追加的な防災対策の効果は次第に逓減していくためであるとしている。 
	 以上の分析は主に供給面に着目した分析と言えるが、需要面の重要性を指摘する研

究としてはVigdor(2008)が挙げられる。ハリケーン・カトリーナにより被災したニュ
ーオーリンズ市における人口減少の様子を観察しつつ、住宅市場の長期均衡について

考える場合に大災害により供給能力が低下した地域において人口が減少することにな

れば、住宅価格は高騰し住宅の供給量は減少する可能性があるとしている。また、

Aldrich(2012)によれば、大規模災害により被災した地域内では人口の回復において差
が見られること、社会関係資本の蓄積が多く見られる地域ほど、人口の回復が早いこ

とを発見している。 
 



36 
 

第６章	 震災と神戸市経済、今後の東北経済への視座	 

	 以上の分析と先行研究の結果から、阪神・淡路大震災による神戸市経済への影響と、

東日本大震災による今後の東北経済について考察する。 
	 第一に、阪神・淡路大震災による間接経済被害が、復旧活動の終息が見られる期間

を超えて観察されている事実は、神戸市や兵庫県の政治状況においてその後混乱が見

られないことからも、神戸市は大災害により長期的に経済成長の停滞を経験した事例

と言うことができる。その上で、その理由は、全要素生産性の向上が認められなかっ

たことに起因している可能性がある。つまり、Hallegatte and Dumasの言うように、
より高次の産業への転換や技術的なイノベーション、それに対応する人的資本の質の

向上が伴わなかったため、神戸市経済は災害をきっかけとして長期的な成長を享受す

ることができなかったと考えられる。このことは、林(2005)による神戸市と横浜市の
第三次産業比率の推移に顕著に表現されている。神戸市は震災直後からの復旧期にお

いて、第三次産業比率の上昇が一時的に反転した時期を経験しており、その後、神戸

市と近い産業構造を有している横浜市と比較しても、第三次産業比率が低位で推移し

てきていることが確認できる。これは被災時の首長であった貝原知事が「創造的復興14」

を掲げて、来たるべき高齢化社会に対応した福祉社会の創造、経済発展を遂げつつあ

る途上国との競争に巻き込まれないための従来型の産業構造からの脱却を目指した事

実から見れば、皮肉な結果と言わざるを得ない。 
	 では、東日本大震災後の東北経済の今後についてはどのような示唆が得られるだろ

うか。第一に、短期的に見ても、すでに被災三県のGDPには震災による負の影響が
確認されることから、建設需要や公共投資等を基礎とする復旧需要が経済活動に正の

影響を与えることで、震災による資本や取引機会の滅失による影響を補っている様子

は確認できない15。従って、今後はNoy(2009)の言うように、被災地経済への負の波
及効果が見られることから、経済成長への負の影響が見られる可能性がある。 
	 今後の東北地域の経済的復興に向けて重視すべき点は、被災経験を乗り越えて、東

北地域がより高次の産業構造へと転換できるかに掛かっていると言える。すでに見た

ように、東北地域においては、復興予算の不足や金融機関による融資活動に支障が出

るような資金制約は見られない。このため、McDermott et al.(2011)の言うような経

                                            
14 知事の思考過程や震災復興への眼差しについては、貝原(2009)に詳しい。 
15 この報告書の関心を超えるものの、Fisker(2012)が言うように、東日本大震災が非被災県の経済活動
に与えた影響については、昨今のサプライチェーン網の拡大に伴い、重要な研究領域となってきている

と思われる。 
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路での経済成長への負の影響は今後見られる可能性は低いと考えられる。しかし、今

後、全要素生産性を押し上げるような高次産業への移行が見られなければ、事前の経

済構造への回帰が起こってしまう。被災三県の名目総生産は震災前からすでに減少傾

向にあったことを考えれば、今後の被災地復興はますます厳しいものとならざるを得

ないだろう。付言すれば、その後の経済復興の停滞が見られることになれば、

Noy(2009)やSchumacher and Strobl(2011)が指摘するような、災害による経済被害
への社会的脆弱性が高まってしまうことも考えられる。 
	 人口問題への対応も重要な視点である。すでに見たように、岩手県や福島県では特

に若年層の人口流出が続いている。さらに、宮城県は震災後こそ流入超過が見られた

が、近年はそのような傾向も停滞している。Vigdor(2008)が指摘するような問題を回
避するためには、今後の被災地域への人口の流入を促すような政策が求められるもの

の、福島県においては原発事故に伴う影響は大きいと言わざるを得ない。今後は、

Aldrich(2012)が指摘するように、社会関係資本の蓄積による人口回帰をどのように促
すかが重要な視点となる。さらに言えば、社会的信頼と経済成長に関する一連の研究

（Knack and Keefer(1997)、Whitely(2000)、Zak and Knack(2001)、Bengtsson, 
Berggren and Jordahl (2005)、Bjørnskov (2009)、Roth(2007)等）が言うように、社
会関係資本の蓄積を通じた経済成長も注目すべきであろう。 
	 これまでのことから、近年、日本が経験した大規模自然災害の一つである阪神・淡

路大震災からの復興においては、先行研究が言うようなその後の被災地経済の復興を

成し遂げるようなダイナミズムを観察することができなかった。今後の東北地域の経

済的復興を実現していくためには、より高次の産業構造への転換、人口減少の抑止、

人的資本の高度化等を通じて、阪神・淡路大震災からの復興を超えるような「創造的

復興」を実現していく必要がある。 
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